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研究成果の概要（和文）：平等主義は理想的な自由主義社会の基本的原則であるとされている。本研究では、社
会生態学的観点から、集団成員が固定化されているような社会状況（自分や地域の人たちが全く引っ越さない状
況）では、集団成員が入れ替わりやすいような社会状況（自分や地域の人たちが多く引っ越しを行う状況）と比
較して、平等分配が現れやすい可能性を検討した。２つの実証的検討（調査研究と実験室実験研究）を行い、予
測を支持する結果を得た。

研究成果の概要（英文）：Egalitarianism is a fundamental principle for an ideal liberal society. From
 a socio-ecological perspective, the present studies explored the possibility that egalitarianism is
 more likely to emerge in residentially stable communities than residentially mobile communities. I 
conducted two empirical studies and obtained the results supporting the prediction.

研究分野：社会心理学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究で明らかになったこととは、平等分配規範は集団成員の流動性が低い社会で支持されやすいということで
ある。日本は比較的流動性の低い社会として知られている。本研究は、将来的に、日本社会を含む、個々の社会
に適切な社会制度の設計に貢献可能であると考えられる。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
 
１．研究開始当初の背景 
 
「どのように資源を分配するべきか」という分配的正義の問題は、アリストテレスの時代から
政治学・経済学・倫理学など社会科学全体で論じられている、重要な研究トピックのひとつで
ある。特に本研究で着目する平等分配規範（貢献度によらず資源を平等に分配する分配方法）
については、従来隆盛であった規範的・記述的な検討に加えて、近年、進化論的観点から、資
源の不確実性に対するバッファとして規範が形成されてきた可能性が論じられている（e.g., 
Kameda, Takezawa, & Hastie, 2005）。例えば、狩りが成功し、肉が得られるかどうかは不確
実である。このような不確実性の高い資源は、自分の狩りが成功した場合に他者にも分配した
ほうが、後に自分が狩りに失敗しても資源を分け合った仲間からお返しをもらえるという意味
で適応的である。このような適応的機能をもとに、「なぜ平等分配規範が形成されてきたのか」
を説明しようとする試みである。しかし、Kamedaらが前提とする進化論的立場からの研究は、
現代社会で見られる個人差（e.g., Graham et al., 2013）や社会差（e.g., Hui, Triandis, & Yee, 
1991）を説明するには十分なものではない。実際、資源の不確実性と平等分配規範との関連に
ついて実証的な検討を行った Kameda, Takezawa, Tindale, & Smith（2002）でも、日本人の
ほうがアメリカ人よりも平等分配を求めやすいことを報告しているものの、その差に対する適
応論的説明はほとんどなされていない。 
本研究は、このような平等分配規範への志向の個人差や社会差がどのように形成されるのか、
集団成員が流動的である程度に着目し、その影響を適応論的観点から明らかにしようとするも
のである。物理的に集団成員が固定化されていた進化環境とは異なり、現代社会では人々は比
較的自由に住居を選ぶことができる。先行研究は、この住居流動性がさまざまな心的過程や行
動に影響することを示してきた（see Oishi & Talhelm, 2012 for review）。本研究で想定する
集団成員の流動性が平等分配規範への志向を規定するメカニズムは、以下の通りである。集団
成員が流動的である場合には、資源を分配しようとしている相手が、資源を得たときにお返し
してくれるメンバーなのか、それとも分配しないメンバーなのかを認知する機会が少なく、分
配したとしてもお返しをもらえないまま資源を持ち逃げされる可能性が高い。一方で、集団成
員が固定化されている場合には、資源を分配しないメンバーへの分配を控えることが可能であ
り、分配をする者同士での排他的な「貸し借り」関係が適応的となりうる。このように集団成
員が流動的である社会環境では、固定的である社会環境よりも、平等分配規範が維持されにく
いと考えられる。 
 
 
２．研究の目的 
 本研究の目的は、集団成員の流動性が平等分配規範を弱める可能性を実証的に検討することで
あった。具体的には、以下の２点について検討した。 
 
（１）生態学的妥当性の検討：集団成員の流動性と平等分配規範との関連について、複数の指
標を用いた調査研究を行い、実際の社会において予測通りの関連が見られるのかを検証する。 
 
（２）因果関係の実験的検討：（１）で得られた知見を踏まえ、流動性の知覚を操作する実験を
行い、その因果関係を検討する。 
 
 
３．研究の方法 
（１）二次分析による生態学的妥当性の検討 
研究１では、アメリカ合衆国ですでに収集され公開されているデータについて、州・個人レ
ベルでの二次分析を行った。 
 ①社会保障費と住居流動性との関連の検討（州レベルの検討）：アメリカ合衆国の各州が公
開している予算のデータを用いて、それぞれの集団における転居率との相関分析を行った。 
  ②インターネット調査を用いた検討（個人レベルの検討）： Jonathan Haidt 教授（ニュー
ヨーク大学）が主導している YourMorals.org のデータを用いて、調査参加者の住居区域の住民
移動の割合と平等分配志向との関連を検討した。 
 
（２）プライミング法を用いた因果関係の実験的検討 
 研究２では、住民移動と平等分配志向との関連を調べるために、プライミング法を用いて日
米の大学生を対象として実験を行った。具体的には、実験参加者は、頻繁に引っ越しをする生
活を思い浮かべる条件（引っ越し条件）と引っ越しのない生活を思い浮かべる条件（安定条件）、
普段の生活を思い浮かべる条件（統制条件）のどれかの条件に割り振られた。実験参加者はそ
れぞれの条件で課題に従事した後、資源の分配場面を読み、どの程度平等分配が好ましいと思
うかを評定した。このような方法をとることで、コミュニティの移動という概念に触れた人ほ
ど平等分配規範への選好が弱くなるかどうか、実験的に検討した。 
 



 
４．研究成果 
（１）研究の主な成果 
① 二次分析による生態学的妥当性の検討 
 転居率の高い州ほど、一人あたりの社会保障費は少ないことがわかった。また、転居率の高
い地域に住んでいる人ほど平等分配規範を道徳規範として重要視していることが示された。こ
れらの結果は、実際の社会において、集団成員の入れ替わりやすい地域では平等分配規範が弱
いという関連がある可能性を示している。 
 
② プライミング法を用いた因果関係の検討 
 日米いずれにおいても、引っ越し条件の参加者がもっとも平等分配規範への選好が弱くなり、
ついで統制条件、安定条件の順に平等分配規範を選好していた（図 1）。このことから、集団成
員の流動性の高まりが平等分配規範を弱めるという因果関係のある可能性が明らかとなった。 
 

 
図 1 平等分配規範への選好 

 
（２）得られた成果の国内外における位置づけとインパクト 
本研究の特色は、以下の二点に集約される。第一に、規範という哲学的・倫理的な問題とし
て扱われがちなテーマに、適応論的立場からアプローチしようとする点である。これまでの分
配的正義の研究の多くは、全ての社会に共通する普遍の原理を追求しようとするものか、ある
いは社会差を示した文化人類学的研究であっても、その社会の性質と規範との関連を記述的に
検討したものであった。これに対し、本研究は適応論的アプローチを用い、進化的環境という
長いスパンから、現代の社会環境という短いスパンまで、環境への適応という統一した観点か
ら人間の心理メカニズムを明らかにしようとする点で独創的な研究である。 
第二に、本研究では「集団成員の流動性」という、測定かつ操作可能な要因を想定している。
このため、理論からの予測を、生態学的妥当性を担保した大規模調査、および因果関係を特定
する実験研究で検討することができた。このように複数の検討方法を相互補完的に用いること
で、心理学のみならず、生物学や社会学など学際的な影響力を持つ研究となっていると考えら
れる。 
 
（３）今後の展望 
本研究で明らかになったこととは、平等分配規範は集団成員の流動性が低い社会で支持され
やすいということである。日本は比較的流動性の低い社会として知られている（Oishi & Talhelm, 
2012）。本研究は、将来的には、日本社会を含む、個々の社会に適切な社会制度の設計に貢献可
能であると考えられる。 
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